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This paper is the introduction of the author’s research plan for the informatization, or Networking, 
of International Education. The approach would be rather practical since the author had been 
working toward this issue as an university administrator and the network manager of a nationwide 
organization for international education. The paper attempts to define the idea of N.I.E. itself, then 
describes the previous projects by the author. It also analyses how the fear for Severe Acute 
Respiratory Syndrome (SARS) shades the international education in Japan and the attempts to 
minimize the damage through networking. It also introduces “The On-line Project for the 
Internationalization of Universities,” in which the author participated as a project member. 

 
はじめに 
 
 1983（昭和 58）年 8月、中曽根政権下で留学生政
策の検討を行っていた「21世紀への留学生政策懇談
会」が、長期的な留学生政策として「21世紀への留
学生政策は、留学生受け入れの規模を先進諸国並み

にすることを目標に、総合的、構造的に粘り強く努

力すべき」との提言を行ったことを受け1、翌年 6月
には文部省の留学生問題調査・研究に関する協力者

会議が長期的な指針をとりまとめた2。この指針の中

で、「2000年に向けての 10万人の留学生受入れの達
成」が謳われていたことから、これらは後に「留学

生受入れ 10万人計画」と通称されることとなる。 
 平成 14(2002)年版「留学生受入れの概況」3による

と、2002 年 5 月 1 日現在の留学生数は 95,550 人と
過去最高を記録4、また法務省入国管理局も 2002 年
末現在の留学目的の外国人登録者数を 110,415 人と
発表し5、「留学生 10万人」時代の到来が確認された
のである。 
 大学の国際化の一側面としての国際教育交流、留

学生交流が、このように量的に拡大を遂げたことは

疑いないが、2000年・10万人という数字が、明確な
目標として巷間の関心を高めた一方で、数字自体が

一人歩きし、受け入れる側の環境整備や、受け入れ

る留学生自体の質の吟味などが後回しになりがちで

あったことは否めない。すなわち、国際教育交流の

質の向上の問題である。 
 筆者は日本大学において、主として国際交流・留

学生担当職員（非常勤含む）として 1994年から 2002
年まで勤務し、同時に 2000年より、JAFSA（国際教
育交流協議会）の活動に参加してきたが、同協議会

においても「国際教育交流の質の向上」は問題意識

として共有されており、例えば瀨在会長も 2000 年
12月の就任挨拶で「ただ受け入れ人数を増やすので
はなく、日本に留学した諸君が、日本の良き思い出

を持って帰国し、将来その留学経験を誇り、懐かし

さとともに思い返してくれる、そういった質的な受

入れ」を行うことが重要であると指摘している6 
 筆者は 2000年より JAFSAのネットワーク担当と
して、「国際教育交流の情報化」を標榜し、参加者間

の情報・意見交換の活発化を図ることを通じてこの

「質の向上」に資することを目標として、現場での

活動を続けてきた。大学院への最大の復学動機も、

これまでの実践の成果に「理論武装」を施すことで

斯界における訴求力を高め、より効果の大きい活動

をさらに大規模に展開する一助としたいとの思いに
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端を発している。 
本稿は、復学後執筆する初の投稿論文でもあり、

「国際教育交流の情報化」の概念について整理を試

みた上で、筆者のこれまで並びに現在の取り組みを

紹介し、そこから導き出されたいくつかの課題につ

いて概観することで、今後の研究・実践活動の序論

とすることを意図している。 
 なお、JAFSAは、全国の大学・日本語学校・国際
交流団体等（団体会員）と、それらにおいて国際交

流・留学生交流に携わる教職員・ボランティア等（個

人会員）により構成される、創立 1968年の任意団体
（2003 年中に NPO 法人化予定）である。団体会員
168、賛助会員 7、個人会員約 400（2003 年 5 月 31
日現在）を擁し、会長は日本大学の瀨在幸安総長、

公式Webサイトは http://www.jafsa.org/である。 
 
I. 大学の国際化と国際教育交流の情報化 
 
1. 「大学の国際化」についての現場での認識 
 
 「大学の国際化」については、少なくとも日本の

大学において、その重要性や方法論を説く文献は無

数に存在するが、無意味・無用とする議論には出会

ったことがない。筆者の経験に加え、サーチエンジ

ン「Google」を「大学 国際化 無用」をキーワード
に検索してみたが、「大学無用論」「学歴無用論」な

どは散見されたものの、大学の国際化自体を無用と

する議論を発見することはできなかった7。 
 では、「国際化」とは何を意味するのか、あるいは

「なぜ国際化しなければならないのか」について、

巷間にも広く知れ渡った単純にして明快な定義とい

うものが存在するかと問えば、そのようなものはな

い。 
また、大学国際化の最前線にいるはずの現場職員

の間に明確な認識が共有されているかと言えば、留

学生・外国人教員など、生きた人間を対象とし、日々

の業務に忙殺される国際交流担当職員に、自らの仕

事についてじっくりと時間をかけて問い直す時間

的・精神的余裕が十分に与えられることは、滅多に

ない。1999年、留学生政策懇談会が文部省に行った
提言「知的国際貢献の発展と新たな留学生政策の展

開を目指して－ポスト 2,000 年の留学生政策－」に

おいても、留学生の受入れに伴う教職員の負担の重

さや、臨機応変な対応を求められる業務に、経験年

数の短い教職員が対応に苦慮している状況が指摘さ

れている8。 
JAFSA の有する大規模な FSA（Foreign Student 

Advisor＝留学生アドバイザー）ネットワークは、メ
ーリングリストにより常時の情報交換・意見交換を

可能にしており（後述）、また、関連業務の経験年数

に応じた研修会や夏期研究集会なども開催している

が、そもそも JAFSA自体が全国の留学生担当者の勉
強会に端を発する実務志向の組織であることから9、

国際化や留学生交流の理念それ自体が議論される機

会は、皆無ではないものの、決して多くはないので

ある。 
このように、現場担当者の間でさえコンセンサス

が得られているとは言い難い課題について、全学的

に一枚岩の協力体制を構築することは容易ではない。 
 
2.「大学の国際化」についての先行研究 
 
 日本における「大学の国際化」についての先行研

究としては、江淵一公『大学国際化の研究』、喜多村

和之『大学教育の国際化』等がよく知られる。 
 喜多村は大学の国際性を測る尺度として①通用性

（外に対して機能・水準が普遍的に通用するか）、②

交流性（外との付き合いに対してのルールや制度は

どうか）、③開放性（異質な文化や民族を背景に持つ

外国人を対等な地位の構成員として受け入れている

か）を挙げた10。 
江淵は日本における「国際化する」ことの意味は

英語の internationalizeが持つ「（他者に変化を起こさ
せる）他動詞としての国際化」と異なる「（自分自身

に変化を起こさせる）自動詞としての国際化」であ

ったことを強調し、その 5つの局面として、①価値
（教育課程の内容強化・多様化）、②システム（入学

条件・取得単位の互換性の保証）、③ルール（高等教

育機関の運営に関する国際合意）、④規範（キャンパ

ス内外での国際理解の促進と国際的協力活動に必要

な規範）、⑤秩序（国際的共同研究への参加）を挙げ
11、「大学の国際化ないし高等教育のグローバリゼー

ションとは、第一には「知的普遍主義」の思想に根
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ざす「学問の普遍化」ないしは「学問のボーダーレ

ス化」の要求に動機づけられた大学再編の過程」と

定義した12。 
 より現場志向の強い研究としては、JAFSA の調
査・研究助成プログラムとして行われた「キャンパ

ス・グローバル化を支えるシステム・組織にかかわ

る調査研究」が挙げられる。同研究の報告書におい

ては、「学問のボーダーレス化に見合って、大学の教

育・研究環境や大学の機構は再編を余儀なくされて

いる」との認識に立ち、その再編されるプロセスを

「大学の国際化」であると定義している13。 
 
3. 「情報化」とは何か 
 
 「情報化」も「国際化」と同様、誰もが知ってい

るにも関わらず、明快かつ巷間に広く共有された定

義がありそうでない概念である。 
例えば、「国際化」についての時と同様、「情報化」

をキーワードとし、Google による検索を、政府の
e-Japan 戦略を推進する高度情報通信ネットワーク
社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本部）関連の文書・資

料 が 置 か れ る 首 相 官 邸 の Web サ イ ト
<http://www.kantei.go.jp>に限定して行ったところ、
1,140ページがヒットしたものの14、「行政の情報化」、

「教育の情報化」、その他「○○の情報化」、あるい

は「情報化の進展」「情報化の推進」といった使われ

方が大多数で、「情報化」という用語の公式な定義を

発見することはできなかった。『広辞苑 第五版』に

も、「情報化社会」が「情報が物質やエネルギーと同

等以上の資源とみなされ、その価値を中心にして機

能・発展する社会」と説明されるだけで「情報化」

の語は収録されていない15。 
筆者と同様の困惑は、情報化についての研究者、

特に、「情報化とは何か」について学生に教える必要

に迫られた者によって共有されていたようである。 
例えば籠谷和弘（関東学院大学）は、講義資料の

中で『広辞苑』に加えて『大辞林 第二版』にも「情

報化」の項がなく「情報化社会」だけが「社会的に

大量の情報が生み出され、それを加工・処理・操作

するための機構が巨大化し、人々の意思決定や行動

に大きな影響を与えるに至った社会。情報社会」と

説明されている16のを引用することから説き起こし、

社会学的な視点からも考察を加えた上で、「情報化」

を「情報流通における、一次情報に対する二次情報

の優越化」あるいは「人間が人間に伝える情報の増

大」と定義している17。 
このように「情報化」を再定義することでまた、

「情報化」が、西垣通が「情報の共有」、あるいは「わ

れわれ皆が情報を持てるようになる」こと、と定義

した18「IT 革命」ともほぼ同義に使われているとい
う、巷間では暗黙のうちに当然視されていることも

再確認できた。 
 
4. 「国際教育交流の情報化」の暫定的定義 
 
 「情報化」の明快な定義が存在しなかったのであ

るから、「国際教育交流の情報化」についても本稿な

りの定義を用意しなければならない。念のため「国

際化」や「情報化」と同様「国際教育交流」と「情

報化」の組み合わせについても Googleでの検索を試
みた19ところ、ヒットした 117 件中「国際教育交流
を情報化する」（「情報化」が「国際教育交流」に係

る）という文脈が見られたのは筆者の個人Webサイ
トと IT-SIG（国際教育交流情報化研究会：後述）の
みで、特に「国際教育交流の情報化」という用法は

筆者のみが使用していた（Goo、フレッシュアイ、
インフォシークでも検索したがヒットなし。「留学交

流の情報化」「留学生交流の情報化」でも同様）こと

が明らかとなった。 
筆者が過去の実務経験から直感的に用いてきた

この用語（少なくともこの用法）が他所では用いら

れていなかったという事実は、これまで機会ある毎

に「国際教育交流の情報化」を唱えてきた（そして

その重要性を認め、興味深いとする反応はあっても、

その意味を問い返されることはなかった）筆者にと

っても予想外の事態で、いかに「国際化」「情報化」

という概念が漠然としたものであるかを再認識させ

られ興味深い。 
しかしこのままでは本稿はもちろん今後の研究

自体が成立しないので、これまで筆者が用いてきた

「国際教育交流の情報化」の意味するところを再整

理し、暫定的に定義することを試みたい。 
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まず、「国際教育交流」については、JAFSA の旧
名称が「外国人留学生問題研究会」であったように、

留学（生）交流を内に含みつつも、より広い概念で

あると解しうる。 
最も狭い意味での「留学生」の定義は、文部科学

省が「留学生受入れの概況」でも用いている「「出入

国管理及び難民認定法」別表第１に定める「留学」

の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）により、我が国

の大学（大学院を含む）、短期大学、高等専門学校、

専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学する

ための準備教育課程を設置する教育施設において教

育を受ける外国人学生」であるが、留学生受入れの

態様は多様化を続けており、「必ずしも（我が国の大

学での）学位取得を目的とせず、我が国の大学等に

おける学習、異文化体験、語学の実地習得などを目

的として、概ね１学年以内の１学期又は複数学期我

が国の大学等で教育を受けて単位を修得し、又は研

究指導を受ける外国人学生」である短期留学生や、

「中等教育の課程の修了までに 12 年を要しない国
の学生に対し、我が国の大学入学資格を与えるため

に文部科学大臣が指定した」準備教育課程の学生も

「留学生」に数えている。 
これには大学等に入学する準備のため「就学ビ

ザ」を取得して日本語学校等で学ぶ者（2001年末現
在で 41,766人20）は含まれていないし、日本から海

外へ留学する送り出しも、研究者の交流も含まれな

いため、それらをも包含する概念として、「国際教育

交流」という用語が用いられている。「知的国際貢献

の発展と新たな留学生政策の展開を目指して」にお

いては、留学生の受入れを「知的国際貢献」と位置

づけているが、同報告が知的国際貢献の意義として

挙げる①我が国と諸外国の相互理解の増進と友好関

係の深化、②国際社会に対する知的影響力の強化、

③経済・社会構造の国際化に資する、の３点につい

て、それぞれの実現に資する、という意味において、

（狭義の）留学（生）交流とそれ以外を区別すべき

理由は特に見当たらない。 
ここまで検討して、ようやく「（大学の国際化の

一側面としての）国際教育交流の情報化」を暫定的

に定義することが可能となる。すなわち、「情報の共

有を推進することにより、国際教育交流（留学生交

流）の質の向上を図ることを通じて、（大学の）教育・

研究環境・機構を、学問のボーダーレス化にふさわ

しいものに再編していくことを支援するプロセス」

と定義することができよう。 
 
II. 現在までの取り組み 
 
 既に述べたとおり、筆者の研究動機は、既に取り

組んできた活動により学問的な視点からの考察を加

えることでその効果・有用性を増したいというもの

である。 
ここでは、筆者がこれまで、日本大学と JAFSAに
おいて参加してきたプロジェクトと、その中で得ら

れた課題について概観したい。 
 
1. NUGCN 
 
 NUGCNは Nihon University Global Communication 
Network の略であり、日本大学学務部国際課により
1997年 7月 1日に開設されたメーリングリスト（以
後ML）である。その対象は 
①日本大学本部主催の海外研修に過去に参加し

た者，現在参加中の者，及び参加が決定した者 
②日本大学の交換留学生として現在海外留学中

の者，過去に留学した者，留学が決定した者 
③日本大学大学院海外派遣奨学生として現在海

外留学中の者，過去に留学した者，留学が決定

した者 
④日本大学学務部国際課職員並びに（国際課の属

する）学務部の関係教職員 
⑤サマー・スクール引率経験（予定含む）のある

日本大学専任教職員 
⑥日本大学が交換留学生として受け入れた者（日

本語で通信ができる者に限る） 
である。 
学生を参加対象に含めた MLとしては日本大学で
も最初期に立ち上げられたもののひとつであり、開

設当時としては野心的な試みであった。まだ ML自
体がそれほど普及していなかった時期のことである

ことが、参加対象の学生に送られた案内のメールに、

「メーリングリストとは，グラフィックの美しいＷ
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ＷＷ(World Wide Web)ほど有名ではありませんが，
インターネット経由での電子メールを利用したサー

ビスの一つです」との記載があったことからも伺わ

れる。 
 NUGCN は 18 名で立ち上げられ、2003 年 5 月現
在で 114 名が登録されている。2003 年 5 月までに
1303通のメールが配信されたが、その内訳は、 
 1997年 204通（7月 1日～） 
 1998年 293通 
 1999年 321通 
 2000年 259通 
 2001年 50通 
 2002年 13通 
 2003年 2通（～5月末） 
であった。 
夏期研修（サマー・スクール）や交換留学生を登

録し、事前研修やガイダンスの連絡などを ML上で
行うと共に学生からの質問なども受け付け、大学と

しての回答が必要であれば担当者（主として筆者）

が回答したが、主たる目的は、交換留学生や夏期研

修の体験者と参加予定者を同じ MLに登録すること
で、情報交換を促し親睦を図ることであった。 
過去の留学体験者などで積極的に発言してくれ

る者や、派遣留学先から発言してくれる者が数名お

り、現地での生活情報等、大学担当者が回答するよ

り新鮮な情報が流れていた。大学直営の MLではあ
ったが、インターネットならではの「無礼講」的な

雰囲気も排除せず、学生より大学へのクレームが流

れた際にも誠実な対応を心がけた。メール数からも

明らかなように、2000年までは順調に機能していた。 
2001 年に入って ML が停滞した直接的な要因は、
担当者である筆者の担当業務の増加により、従前の

サポート業務の維持が難しくなったことであったと

考えられるが、その他にも考えられる背景としては、

インターネットの普及それ自体が考えられる。 
この時期（1999年末から 2,000年末までの 1年間）
のインターネットの利用者数は、人数では 2,706 万
人から 4,708万人、人口普及率では 21.4%から 37.1%
へと急伸しており21、携帯インターネットの加入者

数は 2,687 万人から 4,850 万人へとそれを上回る増
加を見せた22。これに伴ってその利用法も多様化し、

2,000年と 2,002年での比較では、情報収集や検索に
インターネットを利用するとの回答が 42.1%から
70%に増加する23などしており、NUGCNが参加の対
象としていた学生のインターネット・リテラシーも

当然向上したと推測される。このことから、（学部の

先輩後輩などのネットワークを通じて）個人的に過

去の派遣学生・研修参加者に接触したり、外部の情

報源から必要な（往々にしてより鮮度の高い）情報

を得ることが難しくなくなったと考えられる。 
例えば、ケンブリッジ大学ペンブルック・カレッ

ジに日本大学が毎夏学生を派遣するサマー・スクー

ルの現地情報としては、現地に滞在中の日本人留学

生により運営される「Cambridge Guide for Japanese 
Stayers and Travellers」24などがよく知られているが、

現地在住者が更新する情報に日本国内から対抗する

ことは不可能であるだけでなく無意味である。 
また、海外研修等に限定せずとも大学等の同窓

会・同期会の類が無料の MLサービスを利用して連
絡を取り合うことは今や全く珍しくなくなっており、

教職員も参加する大学直営の MLで堅苦しさを感じ
ながら連絡を取り合う必要性はほとんど失われてし

まったと言える。 
以上の環境の変化を考え合わせるに、追跡調査を

行ってメールアドレスのリストを再整備すれば「イ

ンターネット版同窓会名簿」としての存続意義は再

び持ち得ようが、NUGCN はその立ち上げ当初の目
的を達成し、使命を終えて発展的に解消していくも

のと考えられる。 
 
2. JAFSA メーリングリスト「ひろば」 
 
筆者が JAFSA のネットワーク業務を担当するよ
うになったのは 2000 年のことであるが、JAFSA に
よるインターネットの導入は、1995 年度 JAFSA 調
査研究助成プログラムとして「JAFSA Internet プロ
ジェクト」を立ち上げて以来のことである。MLは、
全国の会員の交流促進と情報共有の推進のために、

同年6月に慶応義塾の研究コンソーシアムVCOMの
システム上に立ち上げられた。2000年 5月に、JAFSA
が独自ドメイン「jafsa.org」を取得しサーバーを移転
するまでの 5年弱に、一般向けのML「msig」25には
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5269 通のメールが流れた。筆者は JAFSA 事務局よ
り日本大学を通してサーバーの移転作業支援に派遣

されて以来、同会のネットワーク管理を担当して現

在に至っている。 
2000年 5月 3日新システムでMLを立ち上げた当
時の登録アドレス数は 168であった（団体会員であ
る大学等の代表アドレスが含まれるため、参加者の

実数は登録アドレス数を上回る）。旧システムでは一

般向けのMLは msigのみだったが、新システムでは
一般会員向けのMLとして、 

[office] 事務局からの通知及びネットワーク 
担当者からの業務連絡配信専用 

[hiroba]（「ひろば」）国際教育交流全般 
[immigration]入国・在留管理 
[china]中国との国際教育交流 
[anie]アジア諸国との国際教育交流 
[cafe]（「Café JAFSA」） 

国際教育交流以外の話題・雑談 
が稼動している。 

2003年 5月 28日までに、上記 5つの MLに流れ
たメールの総計は 3,490通に達しているが、特に「ひ
ろば」については、原則として JAFSAの個人会員全
員と、団体会員である大学・日本語学校等の構成員

で MLへの参加を希望する者全員を登録しており、
2003年 5月 22日に登録アドレス数が 800を超えた。
団体会員におけるメールの共同受信等を考慮すると、

ML に流れる情報を利用している実人数は既に、あ
るいは極めて近い将来に 1,000 名を超えるものと推
測され、常時開かれた情報交換・意見交換のための

場として機能している26。 
刀根實（中京大学）は、教員と対等な立場で大学

を支えるため、「事務職員」が「行政管理職員」へ進

化する必要性を主張する論文の中で、その実現に必

要な要素の一つとして、特定の枠に留まらないネッ

トワークに積極的に参加することの重要性を指摘し、

その例として JAFSAの MLを挙げて、その有用性を
「瞬時に自らの質問に対する回答がかえってくる現

実を見れば，上司の役割とは何かを真剣に考えてし

まいかねない。それ程すぐれたシステムであるが，

これがすべてボランティアにより，構築・運営され

ていることは，文字通り驚愕に値する」と評価して

いる27。 
このような成果を挙げることができたことは、も

もともと JAFSA という組織とインターネットの親
和性が非常に高かったためである。留学生担当者の

日常業務の内容はそれぞれで異なっていても、その

性格上海外との連絡は必要不可欠であることから、

特に時差を気にせず手軽に海外と連絡することを可

能にする電子メールの有用性は他部署より早く認識

され得たとも言えるし、そもそも「異文化に向き合

うこと」を業とする者の集団であることからも、情

報化、あるいは IT革命という「異文化」のもたらす
メリットを、より柔軟な姿勢で享受することができ

たとも言えよう。 
瀨在会長もその英文名称「 Japan Network for 

International Education」が、今後の JAFSAのあるべ
き姿を示していると指摘しているが28、業種（大学

／日本語学校／国際交流団体等）と国公私立の別・

職種（教員／職員／ボランティア／学生）・経験年数

等を超えた、教育界では異色ともいうべき「横のネ

ットワーク」を標榜してきた JAFSAは、インターネ
ットが普及する前から優れて「インターネット的」

な組織であったのである。 
 

3. JAFSA IT-SIG 
 
 IT-SIG（国際教育交流情報化研究会）29は、筆者

の呼びかけを機に参集した JAFSA 会員の有志によ
り 2002 年 2 月に結成された、JAFSA 会則に基づく
SIG (Special Interest Group)である。その目的は「ネ
ットワークを活用した情報交換を通じて，国際教育

交流・留学生交流の質の向上を目指す」30ことにあ

り、筆者は正式なメンバーではないが、ネットワー

ク担当としての職責とまた目的意識を共有する者と

しての立場の双方から、協力関係を保っている。 
 「ひろば」が国際教育交流担当者の情報交換の場

として極めて重要な機能を果たしていることは既に

述べた。3 年間で参加者数が約 5 倍に増えるという
「ひろば」の急激な拡大は、「横のネットワーク」の

形成という観点からは大いに評価されるべきである

が、新規参加者が増加し、さらにその多くは関連の

業務歴が短い、もしくは皆無である、という状況は、
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 海外での事故など、日本から海外に派遣中の送り

出し留学生の危機管理については、2001 年 9 月 11
日の同時多発テロ、2003年 3月のイラク戦争、そし
てそれらとも関連した対米テロ等からもその重要性

が認識され、近年では JAFSAの夏期研究集会でも毎
年分科会が持たれるようになっている。 

①類似の質問が何度も繰り返される、②熱心に回答

する指導的な会員に負担がかかる、③「質疑応答の

場」というイメージが固定化してしまうと、より本

質的な議論のための「意見」を言い出しにくい空気

が支配的になる、といった結果を招来した。 
留学生の受入数が増加を続け、また JAFSAとして
もその活動目的の実現のために更なる会勢拡大に取

り組んでいる以上、この状況を放置して自然に解消

するということは考えられない。また、過去に流れ

たメールを取り寄せる機能については、留学生のプ

ライバシーに係る相談などもやり取りされているこ

とから無条件に許可することには抵抗感もありコン

センサスが得られていない、といった事情から、過

去のやり取りの重要部分を抽出し、原発言者や学生

の著作権・プライバシーにも配慮して再構成（リラ

イト）した上で、FAQ (Frequently Asked Question) と
してまとめ、公開するのはどうか、と筆者が提案し

たところ、賛同者により結成されたのが IT-SIGであ
る。 

中国・香港・台湾・トロント等を中心に猛威を振

るう SARS（新型肺炎、重症急性呼吸器症候群）は、
最大の流行地域である中国からの受入れ留学生が日

本の留学生総数の 61.3%を占めている31現実からも、

もはや事態が「派遣留学の危機管理」だけでは済ま

されない現実を突きつけ、各大学・日本語学校等の

国際交流に深刻な不安をもたらした。 
本稿執筆時（2003年 5月）においても SARSは未
だ完全終息の見通しは全く立たない状況にあるため、

本章も中間報告的な意味合いが強くならざるを得な

いが、中国の現地情報が不足かつ信憑性を欠いた32

こともあり、JAFSAネットワークの参加者もそれぞ
れの立場で迅速な危機管理対応を迫られた。過剰な

反応は国際交流担当者として自己の存在意義そのも

のを否定する行為ともなりかねない一方、必要な措

置を怠れば、状況によっては、留学生（または海外

から帰国する日本人学生）はもちろん、自校の一般

学生や担当者自身の命にも関わる事態となる可能性

も皆無とは言えない、激しい緊張を強いられる状況

であったと言える。 

IT-SIGでは、JAFSAの MLに流れた発言を上記の
ような処理を行った上で、①「送り出し」に関する

Q&A、②「受け入れ」に関する Q&A、③共通の Q&A
に分類して、2002 年 12 月よりホームページ上に公
開し、新しいノウハウが得られたとき、過去の Q&A
の内容について新たな情報が得られたときなどには、

随時更新を行っている。また国際教育交流に関連し

た情報を扱う各種サイトへのリンク集も提供してい

る。 
 SARSの流行状況や、「ひろば」参加者の所属する
各校の個別の対応を紹介することは、本稿の目的で

はない。ここでは国際教育交流の情報化を推進する

立場から、「ひろば」が本件への対応にどのように貢

献できたかについて報告すると共に、その過程で浮

かび上がった課題について若干の検討を加えたい。 

IT-SIGの活動は、国際教育交流の、単なる「情報
化」に留まらず、JAFSA会員の持つ「暗黙知」を「形
式知」に変換し、インターネット上に再整理して提

供することで、新人会員はもちろんのこと、JAFSA
外部も含めた国際交流に関わる者・興味を持つ者す

べてに提供するという文脈において、「国際教育交流

のナレッジ・マネジメント」の試みとして評価され、

支援されるべきものである。 

 
2. より確度の高い情報のより迅速な共有 
 
 「ひろば」に SARSについての情報が初めて現れ
たのは 2003年 4月 3日であったが、それから 5月末
までの 2ヶ月弱に 238通のメールが流れ、そのうち
164 通が SARS 関連であった。これは「ひろば」全
体でのメールの流量総計がこの日までの 3 年強で
2,111 通であったことを考えると極めて異例な量と

 
III. 国際教育交流の危機管理と情報化 
 
1. 国際教育交流の「いまそこにある危機」としての

SARS 
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前項のような状況の下で、筆者としては SARS関
連の最新情報の収集と ML上での紹介に努め、それ
をインセンティブとして、参加者それぞれの所属先

での対応等についての情報を引き出し、参加者との

共有に努めた。 

速度であった。 
 この間の経過を概観すると、4 月 3 日に外務省か
ら最初の渡航延期勧告が香港と広東省に出された後

しばらくは「様子見」状態であった。12日に多数の
大学が交換留学生を派遣している北京市に危険情報

「十分注意してください」が発せられたところで、

筆者の責任で ML上に各大学の対応についての情報
提供を呼びかけ、大学名を出しての投稿が不可能な

参加者については、筆者宛にメールされたものを編

集した上で配信することで対応する旨申し出た。以

後筆者宛に匿名希望の情報提供や相談が相次いで寄

せられるようになった。 

SARSについての対応において、「ひろば」の果た
した役割については、量・質共に提示が可能である。  
「ひろば」の登録アドレス数は 2003 年 5 月末日
には 816に達していたが、1月 1日の時点では 701、
4 月 1 日の時点では 734 であったことを考え合わせ
ると、急増した参加者の ML登録の動機に SARSの
影響があった（新規入会に伴う ML登録に加えて、
団体会員の国際交流部署から追加で登録する例が増

加した）ことは疑いない。 
4月 15日より、筆者の個人Webサイト内に SARS
についてのリンク集を開設し33、SARS についての
Web サイトや、この時期の日本では非常に少なく、
インターネットにしか流れなかった SARSについて
の国内外の情報へのリンクを参加者並びに一般のイ

ンターネット利用者に提供した。同リンク集につい

ては IT-SIGのホームページと、ある国立大学留学生
センターWebサイトの SARSについてのページから
リンクされたことが確認されている。 

また、当初、日本国内では SARS患者が未だ発生
していない（ただし、WHO の基準では、日本でい
う「可能性例」は患者として扱われる35）ことから、

ML 参加者それぞれの勤務先でも「対岸の火事」的
な空気が支配的で、参加者が必要と感じる対策を取

れずにいる、との悲鳴にも似た相談が寄せられる一

方、入手した情報を活用して、対応の必要性につい

て会議で理解を得られた、との報告もあった。  4月 20日、中国政府が SARSの患者数（可能性例
含む）を 339名と 8倍以上に上方修正し、22日に外
務省が北京市の危険情報を「渡航の是非を検討して

下さい（不要不急の渡航については延期をおすすめ

します）」に引き上げると、各大学が中国留学中の派

遣学生を呼び戻す動きが加速した。この時に、在中

国日本国大使館領事部が日本人留学生向けにメール

マガジンで情報配信を始めたとの情報を入手し、以

後許諾を得て「ひろば」にて再配信を行っている。 

必要な意思決定を速やかに行うための「外圧」の

供給源として MLが活用され、その必要性が実証さ
れた形である。 
 
4. MLでの情報共有についての課題 
 
 SARS に関する情報共有の過程では、オンライン
上のバーチャルなコミュニティとしての「ひろば」

の持つ課題もまた浮き彫りになった。 4月 29日に在中国日本国大使館から「日本大使館
としては、勉学・研究の必要上、真に残留の必要が

ある場合を除き、帰国することが適当と考えます」34

との帰国勧告が発せられたことで、5 月の連休明け
以降の情報交換は、国籍を問わず、留学や旅行から

日本に帰国した学生の取り扱い（自宅待機等）や、

SARS に対する過剰な警戒が留学生の生活に与える
悪影響への危惧と対応等に軸足を移している。 

JAFSA は、「横のネットワーク」を標榜してはい
るが、成立の経緯も現在の構成も、基本的には実務

家による組織である。ML 参加者の全員が実名で申
し込み、その大半が、勤務先が発行したメールアド

レスを利用して、勤務時間中にメールを送受信して

いる。 
「身元不明」の発言者による投稿が不可能である

ことから、匿名による登録が可能な巷間の MLのよ
うに、参加者の暴言や悪意に基づくマナー違反が原

因でトラブルが発生することはほとんどないが、逆

 
3. MLでの情報共有の効果 
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にこの前提条件が発言の自由を奪っている側面も確

かに存在する。 
何が起こっているかは容易に推測可能である。勤

務先のいわば「看板を背負って」参加しているメン

バーが、職場の同僚はもちろんのこと、多くの場合

は上司もモニターしている環境の下で、自分の身元

を明かして、勤務先から発言することになるが、こ

の状況下で臆することなく発言できるだけの胆力と、

咎めだてされる心配をしないで済むほどのキャリア

を同時に持ち合わせている者は多くはない。内容が

自らの職場の方針に対する疑問や不満、あるいは失

敗事例であれば発言に更に抵抗を感ずるのも自然な

ことであり、今回のように扱う話題が感染症という、

学生や教職員の安全確保やプライバシーが関係する

微妙な問題であれば、「思っていても言えない」参加

者が多くなるのも想像に難くない。 
SARS関連の一連の発言を振り返ってみても、ML
上に直接発言した者の多くは教育職・専門職か、事

務職なら管理職、あるいは個人会員として単独で参

加していると考えられる比較的小さな大学の職員、

要するに「他人の視線を気にする必要のない人々」

であった。 
本件に限らないが、留学生数・担当職員数・ML
への登録数が多く、独自のノウハウを保有している

ことが期待される大型校からの情報や意見の提供が

十分に得られないことは、斯界にとって大きな損失

であり、遺憾である。 
 では、このようなジレンマに対して、匿名での自

由な発言を許可した場合はどうなるか。発言の信頼

性が確保できず、専門家集団によるコミュニティと

しての「ひろば」の存在意義は決定的に損なわれて

しまう。参加者は、勤務中にメールを受け取る価値

がある、と判断するから参加を申し込むのであって、

どこの誰が何を言い出すかわからない MLに、勤務
時間中に参加することは、職場の理解を得られると

は考え難い。結果として（ML から登録抹消するか
どうかは別として）少なくとも積極的に参加するこ

とはない脱落者が大量に発生してしまうであろう。 
 このように激しく対立する発言の匿名性と信頼性

を、「いまそこにある危機」である SARSを前にして
両立させるため、筆者が取り得た唯一の方法が、既

に述べた匿名希望による投稿の仲介であった。内容

の確かさについては ML管理人として筆者がいわば
「身元保証」を行う形で担保しつつ、発言内容から

は発信者の情報を削除し、場合によっては前章で紹

介した IT-SIG が行うような文章の全面的なリライ
トを行って匿名性を保った。 
 この作業を、日々刻々と変動する SARSそれ自体
についての最新情報をモニターしながら行うことは、

極めて労働集約的な作業であった。たまたま筆者は

退職していたことから「国際教育交流の情報化」を

提唱する者として、情報の共有に人命が懸かってく

ることもあり得るこの「挑戦」に対し不退転の決意

で対処したが、一時は角膜炎を引き起こすほどの忙

殺状況に追い込まれた。SARS 禍の長期化も視野に
入れ、方法論を見直す必要がある。 
 
IV. 「国際教育交流の情報化」の実践課題と
しての「大学国際化のためのオンライン・

コミュニティー」 
 
1. プロジェクトの概要 
 
 最後にもう一つ、筆者が参加するプロジェクトを

紹介し、これまで検討してきた「国際教育交流の情

報化」との結びつきの可能性について考えてみたい。 
「大学国際化のためのオンライン・コミュニティー

の実証的研究」は、2002 年度 JAFSA 調査研究助成
プログラムの受給も決定した、大阪大学工学研究科

留学生相談室の芦沢真五講師をリーダーとし、

JAFSA のほか阪大フロンティア研究機構等の助成
も得て実施するプロジェクトである。   
筆者が参加を打診された理由は、本稿のこれまで

の叙述に加えて本プロジェクトの研究概要を引用す

れば誤解の余地は全くない。すなわち： 
 
この実証実験は、大学および大学周辺地域に

おける国際教育交流の促進のためのオンライ

ン・コミュニティーを構築しようとするもので

ある。この実験を通じて、大阪大学以外の大学

や地域に対しても、ベンチ・マークとなるよう

な実証実験結果を提供できると考える。また、
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IT-SIG をはじめ JAFSA 関係者と情報交換を活
発におこなうことにより、オンライン・コミュ

ニティーの本格運用に向けて、JAFSAに蓄積さ
れたノウハウを活かしながらさまざまな改善を

行う。36 
 
 具体的に企画されている機能としては、 
 ①多言語による掲示板(BBS) 
 ②e-learning日本語教材 
 ③オンライン・リソース群 
  ・留学生センター・部局留学生相談室・ 
   地域ボランティア・ 

自治体国際交流協会 
等が協力してコンテンツ作成 

  ・就職情報、インターン情報 
 ④日本人学生向けリソース 
  ・英語教材 

・留学情報  
等が挙げられている。 
 
2. 既存の試みとの「相互乗り入れ」 
 
プロジェクトの現時点での進行状況につき、公式

発表前に JAFSA の上記発表以上の詳細を記するこ
とは差し控えたいが、本プロジェクトを本稿におい

て紹介してもさほど違和感を与えないのは、本プロ

ジェクトにも既存の「国際教育交流の情報化」のさ

まざまな取り組みと多数の共通点が存在するためで

あろう。 
例えばこの「オンライン・コミュニティー」の特

徴を考えてみたときに、 
①さまざまな構成要素を結びつけることで成果

を挙げることを意図したネットワーク志向で

ある。 
②参加型コミュニティ志向である。 
という２点を指摘することができるが、①について、

留学生センター・留学生相談室と国際交流協会・ボ

ランティアを結びつけることで、それぞれの独立し

た取り組み以上のものが得られる、という発想は、

JAFSAのネットワークと共通しているし、②につい
て、多言語による掲示板を用意し、海外からの留学

生・研究者をコミュニティに積極的に参加させフィ

ードバックを得ることで効果を挙げる、という発想

は、2 章で紹介した NUGCN での試みとも通ずるも
のがある。 
 また、芦沢は本プロジェクトの理論的支柱として

金子郁容の「コミュニティ・ソリューション」37を

挙げているが、ネットワーク上のコミュニティで情

報を共有することを通じて問題の解決策を探る、と

いう手法は「ひろば」を舞台に筆者や IT-SIGが取り
組んでいる「国際教育交流の情報化」と全く共通で

ある。 
ただしこれは偶然ではない。すなわち、第 2章で
も紹介したとおり、JAFSAのインターネット部門が
独自ドメイン取得前に拠点としていたのは VCOM
であったが、その VCOMを立ち上げたのは金子なの
である。いわば両者は同郷の親戚のようなものであ

り、親和性が高いのも当然と言えよう。 
筆者自身のイメージとしては、地域コミュニティ

志向の強い「オンライン・コミュニティー」を、阪

大だけでなく各地で立ち上げ、それを全国にネット

ワークを有する JAFSA のネットワークがハブとな
ってリンクしていくことで、各コミュニティが取り

組む「国際教育交流の情報化」を、さらに意義深い

ものとしていくことを想定している。 
 
おわりに 
－「漢方薬」としての国際教育交流とその情報化－ 
 
 2003 年 3 月 20 日、米英軍主導によるイラク攻撃
が始まった折、JAFSAのある会員から筆者に、国際
教育交流に携わる者として、戦争を回避するために

何もできなかったと無力感を嘆くメールが寄せられ

た。以下はその際の返信にも記したことである。 
筆者が学部から修士時代まで専攻した国際関係

論は、第一次世界大戦で多くの人命が損なわれたに

も関わらず、何故第二次世界大戦が避けられなかっ

たのかを考えることから始まった学問である筈だっ

た。残念ながら、決定的な答えがまだ見つかってい

ないこと、当面見つかるとも考えられないことは、

現実が最も残念な形で証明していると言える。 
現実の国際政治が、西洋医学のごとく病因と病巣

 110



岡村 光浩 

 111

                                                

とを特定し、あるときは薬物で、あるときは外科的

な手術で治療するものであるとイメージしたとき

（対症療法が成功しても結果的に薬の副作用に苦し

む、手術の結果容態をかえって悪化させてしまう、

といったことが往々にして起こり得ることも共通し

ている）、国際教育交流は、「自分たちが向き合う、

はるか遠い国の相手もまた、血の通った、同じ人間

である」ことを、知識としてではなく実感を伴って

理解させること、そのことを通じて、漢方薬のよう

に体質を改善し、「病気にかかりにくい体」を作るこ

とを目指して行われるべきものであると考えている。 
いま我々が取り組んでいることは、現在行われて

いる戦争を止める役には立たないかもしれないが、

国際教育交流の発展に参加することで、将来の戦争

を防ぐための役には立てるのではないだろうか。そ

してそこから得られる理解の地平を広げるためにこ

そ、情報化は駆使されるべきなのである。 
地球の反対側で、ディスプレイに向き合う人間も

また、生きている。ネットワーク上にそう実感でき

る仕組みを作り上げていくために何ができるかを研

究し、その成果を実践に移していくことが、筆者の

課題である。 
「国際教育交流の情報化」の発想が、予想外なま

でに「ありそうでなかった」概念であったことが明

らかになったことからも、その実現過程は試行錯誤

の連続となることが避けられないものと考えられる

が、関係各位のご指導・ご助言をお願いして、本稿

の結びとしたい。 
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